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平成29年６月14日

株 主 各 位

第44回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

（１）事業報告の「企業集団の現況に関する事項」のうち「主要な事業
内容」、「主要な事業所」、「その他企業集団の現況に関する重
要な事項」

（２）事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」、「会計監査人
の状況」

（３）事業報告の「会社の体制及び方針」のうち「取締役の職務の執行
が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務
の適正を確保するための体制」、「業務の適正を確保するための
体制の運用状況の概要」、「株式会社の支配に関する基本方針」

（４）連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

（５）連結計算書類の「連結注記表」

（６）計算書類の「株主資本等変動計算書」

（７）計算書類の「個別注記表」

上記の事項につきましては、法令並びに当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.snbl.co.jp/)に掲載することにより、株主の皆様に提供して
おります。

株式会社　新 日 本 科 学

表紙
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１．企業集団の現況に関する事項
(1) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

○前臨床事業
製薬企業等の委託者により創製された被験物質について、実験動物や細
胞・細菌を用いてその有効性と安全性を確認する事業

○臨床事業
治験薬のヒトでの有効性と安全性を確認する事業

○トランスレーショナル リサーチ事業
経鼻投与製剤等の開発及び大学、バイオベンチャー、研究機関などにおけ
る基礎研究から派生してくる有望なシーズ技術や新規物質を発掘して、医
薬品などの評価・承認に必要な前臨床試験や臨床試験を行いながら、基礎
理論を臨床の場で実証することにより、付加価値を高めて事業化する事業

○メディポリス事業
メディポリス指宿（鹿児島県指宿市）において実施している環境やヘルス
ケアに配慮する社会的事業

○その他事業

　　　　不動産事業等

(2) 主要な事業所（平成29年３月31日現在）
①　当社の事業所

本店 鹿児島県鹿児島市

安全性研究所 鹿児島県鹿児島市

薬物代謝分析センター 和歌山県海南市

東京本社 東京都中央区

大阪支社 大阪市中央区

②　主要な子会社の事業所
株式会社新日本科学臨床薬理研究所 鹿児島県鹿児島市

SNBL U.S.A.,Ltd. 米国ワシントン州

新日本科学(亜州)有限公司 中華人民共和国香港特別行政区

肇慶創薬生物科技有限公司 中華人民共和国広東省

SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES 
(CAMBODIA) LIMITED

カンボジア王国プノンペン

（注）株式会社新日本科学臨床薬理研究所とアルメック株式会社が、関東での事業基盤確
立を目的として平成29年４月１日をもって経営統合いたしました。これに伴いまし
て、株式会社新日本科学臨床薬理研究所はSMO事業を会社分割により、アルメック株
式会社に承継しております。また、同日、株式会社新日本科学臨床薬理研究所は株
式会社新日本科学ファシリティーズに、アルメック株式会社は株式会社新日本科学
ＳＭＯに、それぞれ商号変更しております。

(3) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は複数の金融機関との間でシンジケートローン契約を締結しており、当
該契約には純資産及び経常利益に関する財務制限条項が付されております。当
事業年度末において、これらの制限条項の中で経常利益に関する財務制限条項
に抵触しております。また、子会社の株式会社メディポリス・エナジーは複数
の金融機関との間でシンジケートローン契約を締結しており、当該契約には純
資産及びＤＳＣＲ（元利金支払前キャッシュフロー/貸付に係る元利金支払額）
に関する財務制限条項が付されており、当事業年度末において、これらの財務
制限条項に抵触しております。しかしながら、当社グループは、従前から取引
金融機関に対して当社グループの状況を詳細に説明して現状を認識いただき、
継続的な取引関係を構築しており、いずれの契約に関しても当該条項に係る期
限の利益喪失につき権利を行使しないことについての合意を得ておりますので、

－ 1 －

企業集団の現況に関する事項
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当該状況はすべて解消しております。
　したがいまして、当社グループとしては継続企業の前提に関する重要な不確
実性は認められないと判断しております。

－ 2 －

企業集団の現況に関する事項
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２．会社の新株予約権等に関する事項（平成29年３月31日現在）
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交

付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付された新株予約権の状

況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等の状況

新株予約権の総数 60,000個

新株予約権の目的である株式

の種類と数

普通株式6,000,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり400円

新株予約権の払込期日 平成26年６月26日

新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額

1.新株予約権の行使に際して出資される財

産は金銭とし、その価額は、新株予約権

の行使により交付を受けることができる

当社普通株式１株当たりの金額に交付株

式数を乗じた額とする。

2.行使価額は、当初941円とする。ただし、

行使価額は修正又は調整されることがあ

る。

新株予約権の行使期間 平成26年６月27日から平成29年６月27日ま

で

新株予約権の行使により株式

を発行する場合における増加

する資本金及び資本準備金

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条の定めるところに従って算定された

資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、その端数を切上げるものとする。増

加する資本準備金の額は、資本金等増加限

度額より増加する資本金の額を減じた額と

する。

新株予約権の行使の条件 新株予約権の一部行使はできないものとす

る。

割当先 第三者割当の方法により、全ての新株予約

権を、野村證券株式会社に割当てる。

（注）当事業年度の末日における未行使の新株予約権の数は、41,436個です。

－ 3 －

会社の新株予約権等に関する事項(平成29年３月31日)
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３．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額
①　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48,071千円
②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額
48,071千円

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査及び金融商品取

引法に基づく監査に対する報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できない

ため当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には金融商品取引法に基づく監査

の報酬等の額を含めて記載しております。

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会

計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 会計監査人が現に業務の停止の処分を受け、その停止の期間を経過しない者
であるときの、当該処分に係る事項
　該当事項はありません。

(6) 会計監査人が過去２年間に業務の停止の処分を受けた者である場合における
当該処分に係る事項のうち、当社が事業報告の内容とすることが適切であるも
のと判断した事項
　該当事項はありません。

(7) 責任限定契約の内容の概要
　当社は会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約は締結
しておりません。

(8) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資
格に相当する資格を有する者も含む）が当社の子会社（重要なものに限る）の
計算関係書類（これに相当するものを含む）の監査をしている事実
　該当事項はありません。

(9) 当事業年度中に辞任した又は解任された会計監査人の氏名等

　該当事項はありません。

－ 4 －

会計監査人の状況
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４．会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

a.当社は、「新日本科学コンプライアンス行動指針」に基づき、取締役及び

使用人が法令、定款、社会規範等を遵守する体制の推進を図る。

b.当社が制定した「新日本科学コンプライアンス行動指針」を国内外の子会

社全てに準用し、グループ全体のコンプライアンス体制の強化を図る。

c.当社は、他の事業執行部門から独立した代表取締役社長直轄の組織として

内部監査部門を設置する。

d.法令上疑義のある行為について、取締役及び使用人が直接情報提供を行う

手段として、内部通報制度を整備する。

e.反社会的勢力とは一切の関係を遮断する。その不当要求に対しては社内規

程に則り組織全体で毅然とした対応をとる。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録、稟議書、各種契約書、その他業務の執行状況に関する文

書は、社内規程（文書管理規程、稟議規程等）に従い、適切に保存及び管理

を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a.リスク（コンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び輸出入

等）については、それぞれ担当部門ごとに規則・ガイドラインの整備、研

修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う。

b.リスクが顕在化し、重大な危機又は損害の発生が予測される場合は、取締

役は速やかに取締役会に報告する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.職務分掌規程及び職務権限規程に基づき社内ルールを設け、各担当部門、

取締役及び使用人の責任の明確化をする。

b.業務の執行にあたっては、稟議規程に従い必要な権限者の承認を得て実行

する体制を整備する。

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

a.子会社のコンプライアンス体制及びリスク管理体制については、必要に応

じて、親会社の各担当部門が指導・監督し、また、関係会社管理規程に基

づき、当社と子会社との取引を適正に行う体制を整備する。

b.子会社の運営方針の決定や重要な研究開発、設備投資、投融資等の意思決

定に当たっては、経営戦略会議において、事業戦略上の目的とリスクの状

況を踏まえ十分な検討を行うものとする。

c.監査役及び内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査及び調査を実施す

る。

－ 5 －

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
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d.子会社における当社の経営理念、行動規範の周知徹底に努め、子会社の法

令順守、企業倫理の徹底を図る。

e.子会社におけるコンプライアンス、財務、環境、自然災害、業務品質及び

輸出入等のリスクを管理し、そのリスクに対し的確に対応できる体制を整

える。

f.子会社の取締役の職務執行について、必要に応じて当社への報告を求める

ものとする。

g.子会社の業務の執行にあたっては、関連規程に従い必要な権限者の承認を

得て実行する体制を整備する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合には、取締役会と協議

の上、設置するものとする。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役からの指示の

実効性の確保に関する事項

a.取締役は、前号の使用人の独立性に配慮し、当該使用人の任命、解雇、配

転、人事異動その他雇用条件に関する事項については、監査役会の同意を

得た上、取締役会で決定する。

b.監査役より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令に関し

て、取締役、内部監査部門等の指揮命令を受けないものとする。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

a.取締役は、法令等の違反行為当社及び当社子会社の取締役及び使用人（こ

れらの者から報告を受けた者を含む。以下、本号において同じ。）が当社

に著しい損害をおよぼすおそれのある事実について、監査役へ報告する体

制を整備する。報告の時期・方法については、監査役会と協議により決定

する。

b.当社は、当社の監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の取締役及び使

用人に対し、そのことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、

その旨を当社及び当社子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a.監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対する個別のヒアリングなど

を実施することができるとともに、社外取締役、内部監査部門及び会計監

査人と会合を持ち、意見を交換する。

b.監査役に、監査業務の必要に応じて弁護士、会計士等の専門家の助言を受

ける機会を保障する。

c.取締役は、監査役の適切な職務遂行のため、監査役と子会社の取締役・監

査役との情報交換が適切に行われるよう協力する。

d.監査役が職務を執行する上で必要な費用に関しては、速やかに当該費用の

処理を行うものをする。

－ 6 －

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

①　重要な会議の開催状況

　　当事業年度において、取締役会を14回開催し、各議案についての十分な審

議や取締役の業務執行状況についての報告が行われ、活発な意見交換がなさ

れております。その他、経営戦略会議(原則四半期に１回)、経営進捗会議

(原則毎月１回)、経営理念会議(原則毎月１回)をそれぞれ開催し、業務執行

の適正性・効率性を確保しております。

②　コンプライアンス・リスク管理に関する取組

　　コンプライアンス意識の徹底を図るため、定期的に教育を実施しておりま

す。入社時に教育を実施するほか、全社を対象に情報セキュリティ、コンプ

ライアンスにかかる教育を実施しました。また、内部監査部では、法令、定

款、社内規程等の遵守状況を監査項目に加え、会社の業務が適切に行われて

いることを確認しております。リスク管理の観点からは、コンプライアンス

違反行為等を把握するため内部通報制度を設けているほか、コンプライアン

ス違反行為等が発生した場合には防止対策の策定、全社に向けた注意喚起を

実施しております。

③　監査役の監査体制

　　当事業年度において監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査

計画に基づいた監査を実施しております。また、当事業年度において14回開

催された取締役会への出席のほか、経営戦略会議、経営進捗会議、経営理念

会議への常勤監査役の出席を通じて、取締役による業務の執行を監査してお

ります。監査役会は、監査の実効性を高めるため、原則毎月1回代表取締役

及び内部監査部と情報交換を行っております。また、内部監査の実施方法や

内容について常勤監査役と内部監査部が意見交換を行っております。

④　財務報告に係る信頼性の確保に対する取組

　　当社グループは、財務報告の信頼性を確保し、適切な財務報告を開示する

ため財務報告に係る内部統制基本規程を定め内部統制の構築、見直し及び改

善等を行うとともに、その有効性を自ら評価し、会社の健全化、効率化に努

めております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針については、特に定めておりません。

－ 7 －
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 9,061,452 9,743,852 △7,331,876 △170 11,473,257

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△915,938 △915,938

新 株 の 発 行 617,618 617,618 1,235,236

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

964 964

連 結 範 囲 の 変 動 △12,519 △12,519

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 617,618 618,582 △928,458 － 307,742

当 期 末 残 高 9,679,070 10,362,434 △8,260,335 △170 11,780,999

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

その他の包括利益累計額

その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 6,198,301 △1,248,592 4,949,708

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

新 株 の 発 行

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

連 結 範 囲 の 変 動

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

6,138,861 △434,859 5,704,001

当 期 変 動 額 合 計 6,138,861 △434,859 5,704,001

当 期 末 残 高 12,337,162 △1,683,452 10,653,709

－ 8 －
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（単位：千円）

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

当 期 首 残 高 24,000 27,805 16,474,771

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△915,938

新 株 の 発 行 1,235,236

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

964

連 結 範 囲 の 変 動 △12,519

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△7,425 △5,664 5,690,910

当 期 変 動 額 合 計 △7,425 △5,664 5,998,652

当 期 末 残 高 16,574 22,140 22,473,424

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 9 －
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連　 結　 注　 記　 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　　　22社

連結子会社の名称

㈱新日本科学臨床薬理研究所

㈱グリフィンバイオテック

SNBL Nature㈱

㈱CLINICAL STUDY SUPPORT

AXIS㈱

ＳＮＢＬアセットマネジメント㈱

Bhutan Fortune㈱

㈱メディポリスエナジー

ふれあい・ささえあい㈱

㈱メディポリス

アルメック㈱

SNBL U.S.A., Ltd.

University Medicines International, LLC.

Translational Research USA,Inc.

Ruika Therapeutics, Inc.

新日本科学（亜州）有限公司

肇慶創薬生物科技有限公司

SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED

ANGKOR PRIMATES CENTER INC.

TIAN HU (CAMBODIA) ANIMAL BREEDING RESEARCH CENTER Ltd.

Shin Nippon Biomedical Laboratories India Private Limited

FREESIA HD,INC.

　すべての子会社を連結しております。

　なお、㈱メディポリスとFREESIA HD,INC.につきましては当連結会計年度

において新たに設立したこと、アルメック㈱につきましては、当連結会計年

度において株式を取得したことにより連結子会社に含めております。

　また、SNBL Clinical Pharmacology Center, Inc.につきましては、当連

結会計年度において当社保有の株式の一部を売却し、第三者割当による増資

を行ったため、連結の範囲から除外しております。

－ 10 －
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　Koufuku International Private Limitedにつきましては、当連結会計年

度において株式の譲渡により持分比率が低下したため、連結の範囲から除外

しております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　3社

持分法適用の関連会社の名称

福澤科技（嘉興）有限公司

㈱新日本科学PPD

SNBL Clinical Pharmacology Center, Inc.

　SNBL Clinical Pharmacology Center, Inc.は当連結会計年度において当

社保有の株式の一部を売却し、第三者割当による増資を行ったため連結の範

囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

　また、上記関連会社の決算日は平成28年12月31日であり、連結計算書類作

成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、平

成29年１月１日から連結決算日平成29年３月31日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちSNBL U.S.A., Ltd.、University Medicines 

International, LLC.、Translational Research USA, Inc.、Ruika 

Therapeutics, Inc.、新日本科学（亜州）有限公司、肇慶創薬生物科技有限公

司、SHIN NIPPON BIOMEDICAL LABORATORIES (CAMBODIA) LIMITED、ANGKOR 

PRIMATES CENTER INC.、TIAN HU (CAMBODIA) ANIMAL BREEDING RESEARCH 

CENTER Ltd.、FREESIA HD,INCの決算日は、平成28年12月31日です。

　連結計算書類作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりま

す。ただし、平成29年１月１日から連結決算日平成29年３月31日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 11 －
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等による時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

デリバティブ取引　　　　　時価法

たな卸資産

商品及び製品　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

原材料　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

仕掛品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

貯蔵品　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結

子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年

４月１日以降に取得した建物（附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によ

っております。

なお、㈱メディポリスエナジーは定額法によっ

ております。

無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては社内における利用可

能期間(３年～７年)に基づく定額法を採用し

ております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

－ 12 －
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(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

事業整理損失引当金　　　　事業整理に伴い発生する損失に備えるため、今

後見込まれる損失見積額を計上しております。

(4) 連結計算書類作成の基礎

となった連結会社の計算

書類の作成に当たって採

用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社

の資産及び負債は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び非支配株主持分

に含めて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワ

ップ取引については、特例処理によっておりま

す。

ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ取引 長期借入金の支払利息

ヘッジ方針　　　　　　　　金利の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に

デリバティブ取引を行っております。

原則、実需に基づくデリバティブ取引を行って

おり、投機を目的としたデリバティブ取引は行

わない方針であります。

ヘッジ有効性評価の方法　　「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認

会計士協会　会計制度委員会報告第14号）の規

定に基づき、有効性の評価を行っております。

  (6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。

－ 13 －
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（会計方針の変更に関する注記）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当

連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,944,552千円

２．有形固定資産の企業立地促進奨励金及び保険金受入による圧縮記帳累計額

245,551千円

３．担保に供している資産

建物及び構築物 3,285,463千円

機械装置及び運搬具 799,276千円

器具及び備品 8,919千円

土地 602,294千円

有価証券 6,863,990千円

担保に係る債務の金額

長期借入金 7,268,000千円

短期借入金 600,000千円

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

４．たな卸資産の内訳

商品及び製品 1,069,073千円

仕掛品 5,662,058千円

原材料及び貯蔵品 234,509千円

５．財務制限条項

当社が、金融機関数社と締結しているシンジケートローン契約の財務制限条

項は次のとおりです。

（1） 平成24年９月３日契約（当連結会計年度末残高500,000千円）

－ 14 －

連結注記表



2017/06/05 9:35:19 / 16267189_株式会社新日本科学_招集通知

①　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及

び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成27年３月期決算以

降、直前の事業年度の末日の貸借対照表における純資産の金額の75％以上

に維持すること。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及

び連結の損益計算書における経常損益を、平成27年３月期決算以降、２期

連続して損失としないこと。

(2) 平成25年９月26日契約（当連結会計年度末残高1,149,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日（中間及び決算）における報告書等に

記載される連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成26年３月

期決算以降、直前の事業年度の末日（中間及び決算）の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額の75％以上に維持すること。ただし、発生した為替評

価損は、純資産の部の金額から控除する。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される連結の

損益計算書における経常損益を、平成26年３月期決算以降、２期連続して

損失としないこと。ただし発生した為替評価損は経常損益から控除する。

当社の子会社である、㈱メディポリスエナジーが金融機関数社と締結してい

るシンジケートローン契約の財務制限条項は次のとおりです。

(1) 平成25年９月26日契約（当連結会計年度末残高1,208,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される貸借対

照表における純資産の部の金額を、直前の事業年度の末日の貸借対照表に

おける純資産の金額の70％以上に維持すること。但し、地熱発電事業開始

１期目（平成27年３月期決算）を基準に平成28年３月期から適用とする。

②　地熱発電事業開始２期目（平成28年３月期決算）以降の各決算期時点の

｢ＤＳＣＲ(元利金支払前キャッシュフロー／貸付にかかる元利金支払額)｣

について1.1以上を維持すること。これを下回るおそれが判明した場合で

も、親会社間取引にて調整することにより、1.1以上を維持するよう法令上

及び実務上合理的な範囲で最大限努力すること。当該取組みにおいてもこ

れを下回ることが判明した場合、直ちにその旨をエージェントに通知し、

改善計画を提出の上、貸付人の承諾を得ること。

なお、当連結会計年度において、当社及び当社の子会社が当該財務制限条項

に抵触しておりますが、貸付人より、期限の利益喪失につき権利を行使しない

ことについての合意を得ております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 39,776,000 1,856,400 － 41,632,400

－ 15 －
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（変動事由の概要）

　行使価額修正条項付第２回新株予約権の権利行使による増加　1,856,400株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 308 － － 308

３．新株予約権に関する事項

区分
新株予約権の

内訳

新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

親会社
行使価額修正
条項付第２回
新株予約権

普通株式 6,000,000 － 1,856,400 4,143,600 16,574

合計 6,000,000 － 1,856,400 4,143,600 16,574

（変動事由の概要）

　減少の1,856,400株は行使によるものであります。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

  (1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短

期的な運転資金及び長期的な設備投資資金を銀行借入により調達しております。

デリバティブは、借入金の金利及び為替の変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行いません。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、当社グループの与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており

ます。

　投資有価証券や有価証券等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、把握された時価が取締役会に報

告されております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入

金は主に設備投資に係る資金調達です。このうち長期のものの一部については、

支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ

取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有

－ 16 －
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効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているた

め、その判定をもって有効性の評価を省略しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従

って行っており、また、デリバティブの利用に当たっては、信用リスクを軽減

するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グル

ープでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しており

ます。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）(*)

時価(千円)(*) 差額(千円)

(1) 現金及び預金 7,418,668 7,418,668 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,843,031 2,843,031 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 18,350,232 18,350,232 －

(4) 長期貸付金 1,060,176 1,129,995 69,818

(5) 買掛金 (86,735) (86,735) －

(6) 短期借入金 (5,864,000) (5,864,000) －

(7) 一年内償還予定の社債 (50,000) (50,353) (353)

(8) 長期借入金 (16,499,804) (16,881,084) (392,463)

(9) リース債務 (707,809) (748,625) (40,816)

(*)負債に計上されているものについては、( )で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。満期のある預金については期間が短期であり、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　時価については、株式及び債券は取引所の価格によっております。また、MMFは短

期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フロ

ーを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現

－ 17 －
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在価値により算定しております。

(5) 買掛金及び(6) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。なお、一年以内返済予定の長期借入金は(8)長期借入金に

含めております。

(7) 一年内償還予定の社債、(8) 長期借入金、並びに(9) リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の社債を発行、新規借入又は、リ

ース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。一部の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワ

ップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用され

る合理的に見積もられた利率で割り引いて算定する方法によっております。金利ス

ワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額134,580千円）、及び関連会社株式（連結貸借

対照表計上額617,171千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(3) 

有価証券及び投資有価証券には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 538円88銭

２．１株当たり当期純損失 22円18銭

１株当たり当期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

親会社株主に帰属する当期純損失

（千円）
915,938

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る当期純損失（千円）
915,938

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,287

－ 18 －
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（企業結合等関係）

　当社は、平成29年２月28日開催の取締役会にて、当社の連結子会社であるSNBL 

Clinical Pharmacology Center,Inc.（以下SNBLCPC）の株式の一部を譲渡すること

並びに、同社による第三者割当増資について承認することを決議いたしました。こ

れにより同社は当社の持分法適用関連会社となりました。

１.事業分離の概要

(1)分離先企業の名称

PHARMARON BEIJING CO.LTD.（以下Pharmaron）

(2)分離した事業の内容

SNBLCPC

(3)事業分離を行った主な理由

　米国臨床事業を展開しているSNBLCPCについては、2004年に当社100%子会社として

設立し、米国における臨床試験施設として事業を展開しておりますが、2015年に国

内臨床事業をPPDとの合弁（関連会社）化して以降、当社の主要事業の事業領域並び

に地理的近接性の点並びに事業規模からの経営効率を勘案する中で、米国臨床事業

の最適な事業体制を検討してまいりました。

　そうした中で事業パートナーの選定のための投資銀行の起用に加えて、その共有

による価値の極大化のためSNBLCPC経営陣に株式報酬プランを設定するなど、企業価

値の増大とその実現にむけた取り組みも進めてきております。

　その活動の中で複数の候補先と協議を進めた結果、創薬探索の化学合成分野でグ

ローバル製薬企業を顧客に持つPharmaronから合弁事業にもとづく最良の条件提示

がありました。放射性元素を用いた臨床試験の技術を含めて低分子医薬品の臨床試

験分野（特に米国市場）での事業拡大意図をもち、そのポテンシャルを十分に有し

ているPharmaronを合弁パートナーとしていくことで、今後もSNBLCPCの事業価値を

高めることが可能になります。

(4)事業分離日

平成29年３月10日

(5)法的形式を含むその他の取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

当該株式譲渡につきまして、以下の取引スキームにて実施しております。

①株式の一部売却

(1)異動前の所有株式数 29,290株 所有割合：100.0％

(2)譲渡株式数 9,542株

(3)異動後の所有株式数 19,748株 所有割合：67.4％

－ 19 －

連結注記表



2017/06/05 9:35:19 / 16267189_株式会社新日本科学_招集通知

　　 ②第三者割当増資

(1)発行済株式総数 29,290株

(2)発行新株式数 69,426株

(3)増資後発行済株式総数 98,716株

③貸付返済

SNBLCPCが新株を発行し、当社からの貸付金の返済を行う。

２.実施した会計処理の概要

(1)移転損益の金額

関係会社株式売却益　466,028千円

(2)移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価格並びにその主な内訳

流動資産　　　544,498千円

固定資産　　1,298,458千円

資産合計　　1,842,957千円

流動負債　　　404,261千円

負債合計　　　404,261千円

(3)会計処理

SNBLCPC連結上の帳簿価額と売却額との差額を「関係会社株式売却益」として

特別利益に計上しております。

３.分離した事業が含まれていた報告セグメント

臨床事業

４.当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の

概算額

売 上 高　　　1,829,368千円

営業利益 　　　　28,101千円

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

－ 20 －
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 9,061,452 9,743,852 9,743,852

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失

新 株 の 発 行 617,618 617,618 617,618

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 617,618 617,618 617,618

当 期 末 残 高 9,679,070 10,361,470 10,361,470

（単位：千円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 8,600 △7,447,898 △7,439,298 △170 11,365,835

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △4,671,908 △4,671,908 △4,671,908

新 株 の 発 行 1,235,236

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － △4,671,908 △4,671,908 － △3,436,672

当 期 末 残 高 8,600 △12,119,807 △12,111,207 △170 7,929,162

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 6,129,325 6,129,325 24,000 17,519,160

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △4,671,908

新 株 の 発 行 1,235,236

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

5,800,560 5,800,560 △7,425 5,793,135

当 期 変 動 額 合 計 5,800,560 5,800,560 △7,425 2,356,462

当 期 末 残 高 11,929,885 11,929,885 16,574 19,875,622

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －
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個　 別　 注　 記　 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

２．デリバティブ取引の評価基準

及び評価方法

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

(3) 仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(4) 貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備は除く）並びに平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法によっております。

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。なお、自社利用の

ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

－ 22 －
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(3) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用 均等償却によっております。

５．引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

６．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

７．重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップ取引については、特例処理によってお

ります。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ取引 長期借入金の支払利息

ヘッジ方針 金利の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に

デリバティブ取引を行っております。

原則、実需に基づくデリバティブ取引を行っ

ており、投機を目的としたデリバティブ取引

は行わない方針であります。

ヘッジ有効性評価の方法 「金融商品会計に関する実務指針」（日本公

認会計士協会　会計制度委員会報告第14号）

の規定に基づき、有効性の評価を行っており

ます。

－ 23 －
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（会計方針の変更に関する注記）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当

事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

26号　平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する短期金銭債権 825,684千円

関係会社に対する長期金銭債権 8,579,535千円

関係会社に対する短期金銭債務 29,353千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 13,328,189千円

３．有形固定資産の企業立地促進奨励金及び保険金受入による圧縮記帳累計額

245,551千円

４．担保に供している資産

建物 2,955,338千円

構築物 123,701千円

土地 532,895千円

有価証券 5,990,754千円

担保に係る債務の金額

長期借入金 6,060,000千円

短期借入金 600,000千円

（注）　長期借入金には、一年以内返済予定の長期借入金も含まれております。

５．保証債務残高

SNBL U.S.A., Ltd. 42,457千円

（注）　上記は金融機関借入金に対する保証債務であります。

６．たな卸資産の内訳

商品及び製品 693,657千円

仕掛品 2,228,207千円

原材料及び貯蔵品 161,218千円

－ 24 －
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７．財務制限条項

当社が、金融機関数社と締結しているシンジケートローン契約の財務制限条

項は次のとおりです。

（1） 平成24年９月３日契約（当事業年度末残高500,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及

び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成27年３月期決算以

降、直前の事業年度の末日の貸借対照表における純資産の金額の75％以上

に維持すること。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される単体及

び連結の損益計算書における経常損益を、平成27年３月期決算以降、２期

連続して損失としないこと。

(2) 平成25年９月26日契約（当事業年度末残高1,149,000千円）

①　借入人の各年度の事業年度の末日（中間及び決算）における報告書等に

記載される連結の貸借対照表における純資産の部の金額を、平成26年３月

期決算以降、直前の事業年度の末日（中間及び決算）の貸借対照表におけ

る純資産の部の金額の75％以上に維持すること。ただし、発生した為替評

価損は、純資産の部の金額から控除する。

②　借入人の各年度の事業年度の末日における報告書等に記載される連結の

損益計算書における経常損益を、平成26年３月期決算以降、２期連続して

損失としないこと。ただし発生した為替評価損は経常損益から控除する。

　なお、当事業年度において、当該財務制限条項に抵触しておりますが、貸付

人より、期限の利益喪失につき権利を行使しないことについての合意を得てお

ります。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との間の取引

売上高 460,023千円

仕入高及び外注費 903,484千円

販売費及び一般管理費 309,434千円

営業取引以外の取引高 257,805千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 308 － － 308

－ 25 －
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（税効果会計に関する注記）

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金繰入限度超過額 153,767千円
棚卸資産評価減否認 118,387千円
投資有価証券評価損否認 32,514千円
事業分離における移転利益 1,480,227千円
関係会社株式評価損否認 5,757,658千円
未払費用否認 124,236千円
長期前払費用否認 4,701千円
減損損失否認 131,845千円
その他 80,189千円
繰延税金資産小計 7,883,528千円
評価性引当額 △5,957,164千円

繰延税金資産合計 1,926,364千円
繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 925千円
その他有価証券評価差額金 4,914,863千円

繰延税金負債合計 4,915,789千円
繰延税金負債の純額 2,989,425千円

（関連当事者との取引に関する注記）

　　関連会社等

属性 会社等の名称
議決権の
所 有 ( 被
所有)割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

連結
子会社

SNBL U.S.A., Ltd.
所有
直接

100％
役員５名 ―

資金の貸付
（注）１

1,197,650 長期貸付金 5,497,310

新日本科学
(亜州)有限公司

所有
直接

100％
役員２名

半製品
の仕入

資金の回収 70,735 長期貸付金 1,065,805

ＳＮＢＬアセット
マネジメント㈱

所有
直接

100％

役員３名
従業員１名

不動産
の賃借

資金の回収 65,902 長期貸付金 852,000

関連
会社

㈱新日本科学
ＰＰＤ

所有
直接

49％
役員３名 ―

臨床業務支
援

（注）３
434,746

長期貸付金

売掛金

990,423

493,445

SNBL Clinical
Pharmacology
Center,Inc.

所有
直接

20％
役員１名 ―

資金の回収
（注）２

2,339,400 短期貸付金 32,732

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.資金の貸付については、市場金利や財政状況等を勘案して合理的に利率を決定しておりま

す。なお、担保の被提供はありません。
２.SNBL Clinical Pharmacology Center,Inc.につきましては、当事業年度において当社保有

の株式の一部を売却し、第三者割当による増資を行ったため、連結子会社から関連会社と
なっております。取引金額については子会社であった期間の金額を記載しております。

３.取引条件は両者協議のうえ、契約に基づき決定しております。

－ 26 －
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 477円01銭

２．１株当たり当期純損失 113円15銭

１株当たり当期純損失の算定上の基礎は次のとおりであります。

当期純損失（千円） 4,671,908

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純損失（千円） 4,671,908

普通株式の期中平均株式数（千株） 41,287

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

－ 27 －
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